



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































棄却 却下 取下 其他
合　　計 14061119 37 2 5 7 290473125180 287
違憲法律


















合憲 合憲 却下 取下
計 243227 17 1 1 5 100 15 88 16
法院の職権による提請 101 97 3 2 13 79 4





計 15 458 473
O法律条項改正により実益のない場合 15 15
○他の救済手続を経ていない場合 39 39
（憲法裁判所法第72条第3項第1号前段）、
○法院の裁判に対して請求された場合 24 24
（同第1号後段）
○請求期間が経過した場合　（同第2号） 80 80
○代理人選任がない場合　　（同第3号） 205 205
O其他請求が不適法の場合　（同第4号） 110 110
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　3．憲法裁判所の権限
　（1）　違憲法律審査権
　違憲法律審査権とは，国会が制定した法律が憲法に適合するかどうかを審
査し，もし，それが憲法に適合しない場合はその法律の無効または適用を拒
否する機能をいう。それは憲法裁判作用のうち核心的なものである。
　憲法第107条第1項は「法律が憲法に違反するかどうかが裁判の前提にな
る場合には，法院は，憲法裁判所に提請して，その審判に基づいて裁判する〕
と規定，違憲法律審査権を憲法裁判所に付与している。しかしそれは憲法裁
判所が能動的に審査するのではなく，法院の提請を待って発動されるもので
ある。違憲法律審査権の発動が受動的ではあるが，それは，常に，議会の恣
意的立法作用に対する牽制の役割を果し，憲法を保障するという重要な意義
をもっていることにかわりない。
　ところが，従来，違憲法律審査は，立法権の侵害を意昧し，権力分立の原
理と矛盾するのではないかという問題が提起された。
　確かに，立法権は議会の専属的権限である。しかし憲法自らが規定してい
る例のように，大統領の法律拒否権や内閣の議会解散権等のように，違憲法
律審査は立法権の乱用を牽制し，均衡を保つものであって立法権の侵害には
ならない。しかも憲法第107条第1項による違憲法律審査権は能動的に法律
を審査するのではなく，国民からの訴訟（法院の提請）の提起をまって発動
されるものである。すなわち憲法は，具体的訴訟を前提にした具体的規範統
制を認め，法律の違憲可否を一般的に審査するいわゆる抽象的規範統制や法
律の立法過程またはその効力発生以前に審査する予防的規範統制は認められ
ていない。従ってそれは，立法権の侵害でもなく，また権力分立の原理と矛
盾するものでもない。それは，むしろ抑制と均衡による民主主義の発展に寄
与し，国民主権の原理に合致するものである。
　憲法裁判所の違憲審査の対象は，実質的意味の法律である。従って国会で
制定した形式的意味の法律の外に，法律と同じ効力をもつ大統領緊急命令と
国内法的効力をもつ条約，国際法規も含まれる。審査の結果，それが違憲と
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決定されれば，当該法律または法律条項はその日から効力を失う。しかし刑
罰に関する法律または法律条項は遡及して効力を失う。すでに有罪の確定判
決を受けた者は再審を請求することができる。
　憲法裁判所は，提請された法律または法律条項を審査決定するが，法律条
項の違憲決定により，当該法律全部を施行できないと認められる場合は，そ
の全部に対して違憲の決定をすることができる。法律の違憲決定は，法院そ
の他国家機関および地方自治団体を拘束する（法第45条，第47条）。これを
一般的効力という。
　（2）　弾劾裁判権
　弾劾裁判制度は，一般的な司法手続や懲戒手続では訴追または懲戒が困難
な政府高位職の公務員や裁判官のような地位が保障されている公務員が，職
務上重大な過ちを犯した場合，議会が訴追して民主的に罷免させる制度であ
る。この制度に対する政治的価値に関しては有用論と無用論があるが，この
制度のもつ国民主権の具現，行政府や司法府に対する監視と統制および憲法
保護の機能は軽視できない。従って，今日，この制度は多くの国で採用され
ている。しかしその具体的内容や手続は国によって異なる。たとえば上院で
裁判する国（アメリカ合衆国憲法第1条第3節第6項），弾劾裁判所のよう
な審査機関を設置して審判する国（日本国憲法第64条，国会法第125条）等
あるが，韓国は憲法裁判所に弾劾審判権を付与している。
　憲法裁判所は，主要公務員に対する国会の訴追により弾劾審判を行う。国
会は，在籍議員3分の1以上の発議により在籍議員過半数の賛成で主要公務
員を弾劾訴追するが，大統領に対しては，在籍議員過半数の発議と在籍議員
3分の2以上の賛成を要する。弾劾訴追を受けた者は，憲法裁判所の審判が
あるまでその権限行使は停止され，被請求人が弾劾決定宣告以前に当該公職
から罷免されたときには，憲法裁判所は審判請求を棄却する（憲法第65条，
法第53条）。
　憲法は，職務上「憲法または法律に違背したとき」と規定しており，主要
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公務員の職務上，違憲・違法の有無を判断する意味において刑事裁判的側面
もあるが，弾劾審判の手続および効果は，当該公務員の罷免に止まる。しか
し，弾劾決定により罷免された者は，決定宣告の日から5年を経なければ公
務員になることができない（法第54条第2項）。
　（3〉政党解散審判権
　憲法第8条は，政党の設立は自由であり複数政党制を保障し，法律の定め
るところにより国家の保護を受ける（第1項，第2項）と規定する反面，第
4項では「政党の目的や活動が民主的基本秩序に違背するときには，政府は
憲法裁判所にその解散を提訴することができ，政党は憲法裁判所の審判によっ
て解散される」と規定している。この制度は，民主主義が定着せず激動する
社会秩序下で，憲法と民主主義を保護するためのものといわれ，韓国は，1960
年，第2共和国憲法以来，この制度を採っている。
　いうまでもなく，現代政治は政党政治であり，政党は，国民の政治的意思
形成に多大な影響を及ぼすのも事実である。それ故，民主的政党の保護・育
成は望ましいことである。しかし，民主主義国家においては，本来，政党の
盛衰は国民の意思や世論の動向に左右されるものである。国民の意思による
ことなく政府の介入（提訴〉によって特定政党を解散へ追い込むことは，野
党弾圧の手段になる危険性をはらんでいるばかりでなく，国民の政治的表現
・結社の自由，国政参与権侵害等，それ自体，自由民主主義原理に反するも
のといわなければならない（2）。
　憲法裁判所は，政党解散審判請求が理由あると認めるときには，政党解散
を命ずる決定を宣告する。政党解散決定の執行は，中央選挙管理委員会が政
党法に基づいて行う（法第60条）。政党解散決定は，単純な確認的効力では
なく形成的効力をもつものである。所属議員は議員職を失うと解される。
（4）　権限争議審判権
憲法第111条第1項4号は，「国家機関相互間，国家機関と地方自治団体
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間および地方自治団体相互間の権限争議に関する審判」を規定，この機関問
争議審判権を憲法裁判所に付与している。
　機関間権限争議は，機関相互間に権限の存否または範囲に関して紛争が生
じ，ある機関より他の機関に対し憲法または法律上の権利が侵害されたか，
もしくは顕著な危険のあるときに提訴できる（法第61条）。従ってそれは抽
象的規範統制ではなく，具体的権利保護の利益がある場合に許容される。韓
国は，第2共和国憲法でこの制度を採用したがその後廃止となり，現在の第
6共和国憲法は改めてこれを導入，復活させた。
　これまで憲法裁判所に提起された権限争議審判事件は，1990年，野党の平
民党が法案の，いわゆるナルチギ（抜き打ち）議決に対して提訴した国会議
員と国会議長間の権限争議審判事件があるが，今後，地方自治制度が本格化
すれば，民主・自治意識の高潮に伴い，国家機関と地方自治団体との間に業
務領域をめぐって権限争議の多発が予想される。そのような意味において，
機関相互間の権限と義務を明確にし，相互牽制と均衡を図り，国家機能を円
滑に遂行する機関権限争議の意義は大きいといわなければならない。
　憲法裁判所の権限争議の決定は，争議当時者ばかりでなく，すべての国家
機関と地方自治団体を拘束する（法第67条）。
　（5）　憲法訴願審判権
　憲法第111条第1項5号は，憲法訴願制度を導入し，これを受けて憲法裁
判所法第68条第1項は，「公権力の行使または不行使により，憲法上保障さ
れた基本権を侵害された者は，法院の裁判を除いては，憲法裁判所に憲法訴
願審判を請求することができる」と規定している。
　この憲法訴願制度は，国民の基本権が公権力により侵害されたとき，他の
法的救済手段を尽くしてもなお救済されない場合，その侵害を受けた者が直
接憲法裁判所に提訴する制度である。それは，個人の憲法上の権利保障の核
心をなし，客観的法秩序保障の面からも重要な意義をもつものである。これ
は韓国憲法史上画期的な変化であり，現行憲法の特色の一つである。
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　しかし折角，国民の基本権保障の手段としてこの憲法訴願制度を導入しな
がら，その対象を縮小，特に「法院の裁判」を対象から除いたことについて，
強い批判と疑問が提示されている（3）。
　憲法訴願の対象から「法院の裁判」を除外すべきかどうかについては，憲
法裁判所法制定過程でも論議されたが，積極論は，1．憲法訴願制度を採択し
ている諸外国のうち，その多くが対象としている。2．基本権保障という憲法
訴願制度の本来の趣旨に照らしても，立法・行政作用はその対象としながら，
特に法院の判決のみ除外する合理的理由がない。3．またたとえ法院の確定判
決といえども，それによって基本権が侵害されたならば，これを是正するの
が憲法の精神を守るものである。これに対し消極論は，1．法院の判決を憲法
訴願の対象にすれば，これは実質的に憲法裁判所が超上告審となり，大法院
の最高法院性が崩れる。2．大法院判決に対して憲法訴願を認めることは，大
法院の上に更に上級審を設定するものであり，実質的に4審制化となり，司
法体系に混乱を招くおそれがある。3．乱訴の弊害が大きく，憲法訴願審の遅
延のおそれがあるとして説が分れたが，現行法は消極説を採った。
　しかし国民の基本権侵害は主として行政権による場合が多いが立法権や
司法権もその例外ではない。憲法訴願審判は，憲法裁判所の有権的憲法解釈
により，国民の基本権を保障する制度である。そうであるならば，特に「法
院の裁判を除く」理由はないだろう。「法院の裁判を含める」ことこそ，む
しろ憲法訴願制度の特性である補充性，権利救済の本旨に適うものである。
　また憲法裁判所の憲法訴願審判は，憲法認識機能であり，憲法保護を目的
とする憲法審に限られる。すなわち憲法訴願審判は，憲法に関する最終的な
有権的解釈機関である憲法裁判所をしてその憲法解釈を通して憲法上保障さ
れた基本権を保障することである。それ故，大法院を最高法院とし，3審制
を原則とする事実審や法律審の一般司法作用とは区別される。従って「法院
の裁判」を憲法訴願の対象に含めても4審制化にはならない。また司法体系
の混乱が起きることもない。それにも拘らず「法院の裁判」を憲法訴願の対
象から除外した現行法は，中途半端なものといわなければないない。
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　憲法訴願は，公権力によって基本権が侵害されたとき提起できるが，ここ
にいう公権力とは，立法権，行政権，司法権を含む広義の概念である。従っ
て「法院の裁判を除いて」は，大統領の権限行使や国会の立法作用，行政権
の諸作用はもとより，検察の不起訴処分，公共団体の行為等すべてこれに含
まれる。また憲法裁判所の他の審判事項は，国会，政府，法院または地方自
治団体等がその主体であるが，憲法訴願は，「公権力によって基本権の侵害
を受けた者」が直接，審判請求の主体となる。自然人は勿論，法人，権利能
力なき社団も憲法訴願審判の請求ができる。また外国人も基本権の主体であ
る限り審判請求ができるし，一定の要件を具備した外国法人も請求できる。
また当事者として適格が認められるには，公権力による基本権の侵害が，現
在，直接的に，被害者本人に生じた場合である。その点，憲法訴願は，いわ
ゆる民象訴訟とは区別される。
　憲法訴願は，権利救済型と違憲法律審判型の2種ある。
　権利救済型憲法訴願は，公権力の行使または不行使により憲法上保障され
た基本権を侵害された者が，法院の裁判を除いて，他に救済の方法がない場
合，憲法裁判所に憲法訴願審判を請求することであり（法第68条第1項），
違憲法律審判型憲法訴願は，法律が憲法に違反するかどうかが裁判の前提と
なり，当事者が法院に対してその法律の違憲審判提請を申請したにも拘らず
その申請が棄却された場合，当事者が直接憲法裁判裁判所に憲法訴願を申請
することである（同第2項）。この違憲法律審判型憲法訴願は，基本権の侵
害とは関係なく審判請求できる。
　憲法訴願審判の請求期間は，権利救済型憲法訴願審判の請求は，その事由
があることを知った日から60日以内に，その事由があった日から180日以内
に，他の法律による救済手続を経た憲法訴願はその最終決定の通知を受けた
日から30日以内にしなければならない。また違憲法律審判型憲法訴願審判の
請求は，違憲法律審判提請申請が棄却された日から14日以内に請求しなけれ
ばならない（法第69条）。
　審判の効力は，権利救済型憲法訴願に対する憲法裁判所の認容決定は，す
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べて国家機関と地方自治団体を拘束する。また公権力の不行使に対する憲法
訴願の認容決定をしたときは，被請求人はその決定趣旨に従い，新たな処分
をしなければならない（法第75条第1項，第4項）。違憲法律審判型憲法訴
願に対する憲法裁判所の許容決定は，法院その他国家機関および地方自治団
体を拘束する。違憲決定された法律または法律条項は，その決定の日から効
力を失い，刑罰に関する法律または法律条項は，遡及してその効力を失う。
また当該憲法訴願と関連する訴訟事件が既に確定したときには，当事者は，
民事，刑事，行政等事件の種類を問わず再審請求ができる。再審に対しては，
刑事訴訟法，民事訴訟法の規定を準用する（法第45条，第47条，第75条）。
憲法訴願審判手続の流れ
審判請求書受付
事前
却　下
・裁判官（3人）全員一致決定
・請求人・被請求人に通知
　・審判請求書記載事項確認
　・事件番号付与
　・請求書謄本被請求人に送達
審査　一一一一一…指定裁判部
　・事前救済手続，請求機関，代理人選任等審査
　・審判請求の補正
　・被請求人答弁書提出
審判回付決定
審
請求書受付後30日以内
終局決定
却　下 認
・請求人，被請求人，法務部長官に通知
・書面審理原則（非公開）
　・必要の時弁論（当事者，利害関係人召還・陳述）
・証拠調査（当事者申請または職権〉
・資料提出要求（国家または公共団体）
・評議（非公開）
　　　　　　請求書受付後180日以内
・決定書作成（関与裁判官署名・捺印）
　・決定宣告（公開）
　・決定者正本当時者に送達
　・官報に掲載・公示
理……一……一全員裁判部
容　　　棄　却
　　・全ての機関と地方自治団体拘束
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　（注）
（1）憲法裁判所の最高機関性について，これは憲法裁判のもつ特性に由来する理論的優
　越を意味するにすぎず，憲法裁判所は，憲法が付与した統治権の一部を分轄して行使
　しているに過ぎないとする見解もある（金暎砧・憲法裁判所の憲法訴願審判，1990年，
　4月，考試研究231頁）。
（2）　自由民主主義社会においては困難も伴うが，それはあくまで民主的手段によって解
　決されなければならない。もし反民主的・違法活動があれば，それは刑事法で処理さ
　れるべきである。
（3）　たとえば，許営教授は，「憲法裁判所法第68条第1項から“法院の裁判を除いてば’
　という文字を削除することが憲法訴願制度の本質的特性を生かす途である」とし（同
　・憲法訴願制度の理論とわが制度の問題点，1989年4月，考試研究58頁），梁建教授
　も，憲法訴願の対象から法院の判決を除いたことは，憲法訴願制度の本質を誤解もし
　くは歪曲した所産であると批判し（同・憲法裁判所法，1988年9月，考試界37頁），
　また金明圭教授は，「憲法訴願の核心的対象ともいLうべき法院の裁判等は除外されて
　おり，果して，憲法訴願制度が実質的意味をもつことができるかどうかはなはだ疑問
　といわざるを得ない」（同・憲法訴願の理論，1989年6月，考試界119頁）と指摘し
　ている。
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